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独立行政法人国立大学財務・経営センターの中期目標

（序文）

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２９条の規定により、独立行政法

人国立大学財務・経営センター（以下「センター」という。）が達成すべき業務運営に関

する目標（以下「中期目標」という。）を定める。

（前文）

国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構（以下

「国立大学法人等」という。）の教育研究の発展を図るため、運営費交付金、施設整備

費、研究費などの財政支援を行うことや国立大学法人等の健全かつ安定的な運営を支援す

ることは国の責務である。

このため、独立行政法人国立大学財務・経営センターは、融資等業務（施設費貸付事

業、施設費交付事業、承継債務償還業務及び旧特定学校財産の管理処分並びにこれらに密

接に関連する業務）に特化することとし、多様かつ安定的な財源確保を行い国立大学法人

等の施設整備等に必要な資金の貸付及び交付等、並びにこれらに密接に関連する国立大学

法人等の財務経営に関する調査、研究、助言等を行うことにより、国立大学法人等の教育

研究環境の整備充実及び健全かつ安定的な運営の確保を図り、もって国立大学法人等の教

育研究の一層の振興を図る役割を果たしていく必要がある。

上記の役割を果たすため、センターの中期目標は、以下のとおりとする。

Ⅰ 中期目標の期間

センターが実施する業務は、国立大学法人等の教育研究の振興に資することを目的と

しており、長期的視点に立って推進すべきものであることから、中期目標期間は、平成

２１年４月１日から平成２６年３月３１日までの５年間とする。

Ⅱ 業務運営の効率化等に関する事項

１ 国の定めた法令等を遵守し、事業に対する国立大学法人等及び国民の信頼を維持し

つつ業務を実施し得る機能的・効率的な体制整備や業務運営の見直しを図り、経費の

効率的な執行を推進する。

また、センターの行う業務については、その役割との関係を踏まえた既存事業の徹

底した見直し等により、重点化、効率化を進める。

なお、効率化に際しては、長期的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、

事業の継続性に十分留意する。

２ 事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事業選択や業
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務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、セン

ターの財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、決算情報、セグメント情報の

公表の充実等を図ることとする。

３ 運営費交付金を充当して行う業務について業務の質の向上を図りつつ、既存事業の

見直し、効率化を進める。一般管理費(退職手当を除く。)について、中期目標の期間

中、毎事業年度につき３％以上を削減するほか、その他の事業費(退職手当を除く。)

について、中期目標の期間中、毎事業年度につき１％以上の業務の効率化を図る。

また、受益者負担の範囲内で行われる大学共同利用施設の管理運営費等についても

業務の効率化を図ることとし、その具体的成果について、引き続き毎年度公表するこ

ととする。

４ 契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、独立行政法人整理合

理化計画に基づき、随意契約の適正化等を推進する。

５ 「独立行政法人整理合理化計画」(平成１９年１２月２４日閣議決定)により、大学

教育研究活動面と経営面の改革の支援を一体的に図るため、平成２２年度末までに独

立行政法人大学評価・学位授与機構と統合を行う。

Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

我が国の高等教育及び学術研究の中心的な役割を果たしている国立大学法人等におけ

る教育研究環境の整備充実と財務及び経営の改善を図ることにより、国立大学法人等

が、より一層、活性化及び発展し、社会に貢献できるよう支援することを基本とする。

１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言

世界に通用する国立大学法人等として発展を図る上で、その基盤である施設等の教

育研究環境の充実は極めて重要であり、また、これらと教育研究は有機的連携を持っ

て初めて大学等として持つ本来の機能が発揮できる。

今後とも、効果的・効率的に施設費貸付事業及び施設費交付事業を実施する上で、

国立大学法人等が保有する多様な財産を有効活用することが重要であり、そのため、

これらの事業に密接に関連する財産管理等に関する協力・助言を行う。

２ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のた

めの活動基盤であって、老朽化・狭隘化の解消や教育研究の進展への対応が求められ

ており、文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等の施設整備
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等を多様な財源により安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、センタ

ーにおいて、文部科学省の策定する方針に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備

等に要する資金の貸付け及び交付を行う。

① 施設費貸付事業については、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、教

育研究環境の整備充実のため、長期借入金等を財源として土地の取得、施設の設置

若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付けを行う。

それに際しては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善

にも資するよう、効率的な資金の調達に努めることとする。

なお、貸付事業に係る債権について確実に回収を行う。

② 施設費交付事業については、国立大学法人等に対し、教育研究環境の整備充実の

ため、土地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の交付を

行う。

３ 高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営に資することを目的として、センターの融

資等の業務を有効かつ確実に実施するため、これまで蓄積してきた研究成果に基づ

き、これらの業務に密接に関連する高等教育に係る財政についての調査研究を行うと

ともに、国立大学法人等のマネージメント・システムとその運用に関する調査研究、

国立大学法人等の財務・経営に関する資料の収集分析を実施する。

また、研究の実施により生じた成果については、国立大学法人等へ広く普及を図

る。

４ 財務・経営に関する情報提供等

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営に資することを目的として、センターの融

資等の業務を有効かつ確実に実施するため、これらの業務に密接に関連する財務・経

営の改善に資するための支援事業を次のとおり実施する。

なお、支援事業の実施に際しては、国立大学法人等が求めるニーズを的確に把握

し、企画を行う。

① 国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するため、刊行物、説明会・シンポジ

ウム、講演会などを通してマネージメントに関する情報提供を積極的に行う。

② 国立大学法人等の財務・経営に関し協力・助言を行う。

③ 大学等の教育、研究、社会貢献等に関する諸活動の展開に資するため、センター

が管理する大学共同利用施設の有効利用に努める。

施設の有効活用の観点から、広報活動を積極的に実施することにより、学術・研

究機関等の利用を一層促進する。

なお、キャンパス・イノベーションセンターの管理・運営業務の廃止に伴い、必
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要な経過措置を講ずる。

④ 国立大学法人財務・経営情報提供システムについては、国立大学法人等への供用

を行うとともに、その協力を得て、必要に応じて改善を図る。

５ 国から承継した財産等の処理

① 国から承継した旧国立学校設置法第９条の５第１号に規定する特定学校財産の処分

については、公用・公共用優先の原則等を勘案しながら、処分の予定時期等を定めた

計画を策定し、毎年度その進捗状況を明確にする。

② 国立大学法人法附則第１２条第１項の規定により国立大学法人から納付される金銭

を徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資

金からの負債）の償還及び当該債務に係る利子の支払いを確実に行う。

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項

１ 予算の効率的な執行に努めるとともに、自己収入の確保に努め、適切な財務内容の

実現を図ること。

２ 管理業務の節減を行うとともに、効率的な施設運営を行うこと等により、固定的経

費の節減を図ること。

人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」(平成１８年法律第４７号）等に基づき、５年間で５％以上を基本とする削

減を着実に実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００

６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の取組を踏まえ、人件費

改革を平成２３年度まで継続する。

なお、職員の給与水準については、独立行政法人整理合理化計画に基づいた給与改

革を進める。

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項

国立大学法人等と密接な連携を図りつつ、円滑な業務の推進に努める。
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独立行政法人国立大学財務・経営センターの中期計画

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３０条の規定により、独立行政法

人国立大学財務・経営センター（以下「センター」という。）が中期目標を達成するため

の計画（以下「中期計画」という。）を定める。

Ⅰ 業務運営の効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 国の定めた法令等を遵守し、事業に対する国立大学法人、大学共同利用機関法人、

独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「国立大学法人等」という。）及び国民の

信頼を維持しつつ業務を実施するため、業務内容を精査し、必要に応じて組織の見直

しを行う。

また、法人の行う業務については、その役割との関係を踏まえた既存事業の徹底し

た見直し等により、重点化、効率化を進める。

２ 業務内容の見直しを行い、アウトソーシング可能なものについては、外部委託を推

進するとともに、外部委託の契約内容も逐次見直し、より一層の効率化を図る。

３ 事務情報化を推進し、事務処理のより一層の効率化を図る。

４ 事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事業選択や業

務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、セン

ターの財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、決算情報、セグメント情報の

公表の充実等を図ることとする。

５ 運営費交付金を充当して行う業務については、業務の質の向上を図りつつ、既存事

業の徹底した見直し、効率化を図る。このため、一般管理費（退職手当を除く。）に

関し、計画的な削減に努め、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％以上の削減目

標を達成するほか、その他の事業費（退職手当を除く。）について、中期目標の期間

中、毎事業年度につき１％以上の業務の効率化を図る。

また、大学共同利用施設の管理運営費等についても業務の効率化を図ることとし、

その具体的成果について、引き続き毎年度公表することとする。

６ 契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、独立行政法人整理合

理化計画に基づき、随意契約の適正化等を推進する。

７ 「独立行政法人整理合理化計画」（平成１９年１２月２４日閣議決定）により、大

学教育研究活動面と経営面の改革の支援を一体的に図るため、平成２２年度末までに

独立行政法人大学評価・学位授与機構と統合を行う。このため、必要な準備を進め

る。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言

効果的・効率的に施設費貸付事業及び施設費交付事業を実施する上で、国立大学法

人等が保有する多様な財産を有効活用することが重要であり、そのため、下記のとお

り、これらの事業に密接に関連する財産管理等に関する協力・助言事業を実施する。

① 国立大学法人等の適切な財産管理等に資するため、各大学が抱える共通の課題に

ついて、その処理実績を収集し、情報の提供を行う。

② 個別問題の解決のため、求めに応じ外部の専門家を活用した法律相談等を行い、

適正に処理できるよう協力する。

③ 国立大学法人等関係者を対象とする研究協議会を年２回程度開催する等により、

協力・助言を行う。

２ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

（１）施設費貸付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大学共同利用

機関法人に対し、大学附属病院の施設整備及び国立大学の移転による整備等に必要

な資金として貸付けを行う。

② 貸付けに当たっては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務状況等を十

分勘案し、償還確実性の審査等を行う。

③ 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は債券発行により資金の調達を

行う。

その際、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善に資する

よう、公募等による効率的な資金の調達に努める。

④ 貸付事業に係る債権について確実に回収し、長期借入金債務等の償還を確実に行

う。

（２）施設費交付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特定学校財産

を処分することで得られる収入、各国立大学法人等からの財産処分収入の一定部分

の納付金等の財源により、国立大学法人等に対し、施設整備等に必要な資金として

交付を行う。

② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律（昭和３０年法律第１７９号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確

保を図る。
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３ 高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営に資することを目的として、センターの融

資等の業務を有効かつ確実に実施するため、これまで蓄積してきた研究成果に基づ

き、下記のとおり、これらの業務に密接に関連する調査及び研究を行う。

① 大学の財務及び経営に関する国内外の事例等を参考にしつつ、マネージメント・

システムとその運用について、調査研究を進める。

特に、国立大学法人の基盤的教育研究経費の水準及び授業料の在り方について、

国際比較や国内の実証的データの分析等に基づく調査研究を実施し、研究成果をと

りまとめる。

② 高等教育財政に関連する内外の動向を踏まえた調査研究を進める。

特に、持続可能な高等教育財政の確立に資するため、大学に対する予算及びファ

ンディングシステムに関する調査研究を実施し、研究成果をとりまとめる。

③ 各国立大学法人の財務及び経営に関する関係資料の収集、国立大学法人の特性に

応じた比較及び時系列分析を行う。

④ ＯＥＣＤのＩＭＨＥ（高等教育機関マネージメント）事業に参加するとともに、

諸外国の高等教育財務及び経営に関する研究機関との国際交流を推進し、あわせて

国内外の大学等の諸機関との研究協力を進める。

⑤ 上記調査研究の成果を公開し、関係者の参考に供するとともに、高等教育財政・

財務研究会を年５回程度、シンポジウムを年１回、講演会を年２回程度開催し、ま

た、研究紀要を年１回、研究報告などを随時刊行する。

４ 財務・経営に関する情報提供等

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営に資することを目的として、センターの融

資等の業務を有効かつ確実に実施するため、下記のとおり、これらの業務に密接に関

連する財務・経営の改善に資するための支援事業を実施する。

（１）国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための情報提供

① 財務・経営に関する調査研究で得られた成果を随時国立大学法人等に提供する。

② 国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための参考資料として、財務・経

営に関する基本的知識の解説、参考事例、基本資料等からなるガイドブックについ

て、必要に応じて改善を図る。

③ マネージメントに関する情報の提供・交流のための説明会・シンポジウム・講演

会などを毎年１回程度開催する。

（２）財務・経営の改善に関する協力・助言

国立大学法人等の財務・経営の改善について、各大学が抱える共通課題について、
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その処理実績を収集し、情報の提供を行うとともに、個別問題の解決のため、求めに

応じ、経営コンサルタント等の民間実務者による経営相談など、協力や専門的・技術

的助言を行う。

（３）大学共同利用施設の管理運営

① 大学等の教育、研究、社会貢献等に関する諸活動の利用に供するために大学共同

利用施設の管理運営を行う。

施設の有効利用の観点から、広報活動を積極的に実施することにより、学術・研

究機関等の利用を一層促進する。

施設利用促進のため、次のサービスの向上等を図る。

ア）会議室等に係る案内書等の作成・送付による広報活動の充実

イ）ホームページを活用した会議室の利用に係る情報提供サービスの充実

ウ）求めに応じた施設利用に伴う会場設営等のサービスの提供

エ）業務の外部委託の促進

② 施設の設置目的を考慮しつつ、平成１６年度から平成１９年度における５割の稼

働率を踏まえ、６割程度の稼働率の達成を目指し、有効利用が図られるようにす

る。

③ 利用者のアンケート調査について、回収率の向上にも留意しつつ、利用者のうち

満足している者の割合が、平成１６年度から平成１９年度における実績の平均以上

となるよう、各種サービスの質的向上に努める。

④ キャンパス・イノベーションセンターの管理・運営業務の廃止に伴い、当該施設

の売却や他機関等への移管までの間、経過措置として、キャンパス・イノベーショ

ンセンターの施設の全部又は一部を所有し、管理・運営を行う機関へ必要な貸付け

を行う。

（４）国立大学法人財務・経営情報提供システムの運用

国立大学法人財務・経営情報提供システムについては、国立大学法人等の協力を得

て、毎年度必要なデータを追加するとともに、必要に応じて改善を図る。

５ 国から承継した財産等の処理

（１）旧特定学校財産の管理処分

国から承継した旧特定学校財産について、施設費交付事業等の財源に充てるため、

次のとおり対応し、その処分促進に努める。

なお、処分の予定時期等の計画については、年度計画において策定することとし、

毎年度その進捗状況を明確にする。
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① 広島大学本部地区跡地

地元自治体との協議を進め、処分の促進に努める。なお、地元自治体による具

体的な処分が見込まれない場合は、速やかに一般競争により処分を行う。

② 東京大学生産技術研究所跡地

独立行政法人国立美術館に対し国立新美術館用地として貸付を継続しつつ、売

却を進める。

（２）承継債務償還

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係国立

大学法人から納付される金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基

づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係る利子の

支払いを確実に行う。

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 期間全体に係る予算 別紙１のとおり

２ 期間全体に係る収支計画 別紙２のとおり

３ 期間全体に係る資金計画 別紙３のとおり

４ 自己収入の確保

大学共同利用施設について適正な利用料の徴収を行うとともに、利用率の向上に努

める。

５ 人件費の削減

平成２２年度の常勤役職員に係る人件費を平成１７年度（２５４百万円）に比べて

５．０％以上削減する。ただし、平成１８年度以降の人事院勧告を踏まえた給与改定

分については、削減対象から除く。なお、人件費の範囲は、報酬（給与）、賞与、そ

の他の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含まな

い。その際、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役職員の給与について、必要な見

直しを行う。

さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月

７日閣議決定）に基づき、国家公務員の取組を踏まえ、人件費改革を平成２３年度ま

で継続する。

なお、職員の給与水準については、独立行政法人整理合理化計画に基づいた給与改

革を進める。
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Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

１０１億円とする。

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れの遅延、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大

学法人の債務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）等が生じた場合に対応する

ため。

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

予定なし。

Ⅵ 剰余金の使途

１ 調査研究の充実

２ 情報提供の充実

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

（１）方針

① 限られた人員での効率的・効果的な業務の遂行を実現するため、業務量の変動に

応じた柔軟な組織体制を構築するとともに、人事交流により質の高い人材の確保を

図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。

② 専門的研修事業等の活用により、職員の専門性を高めるとともに、意識向上を図

る。

（２）人員に係る指標

常勤職員数については、抑制を図る。

（参考１）

① 期初の常勤職員数 ２６人

② 期末の常勤職員数見込み ２６人

（参考２）

中期目標期間中の人件費総額

中期目標期間中の人件費総額見込み １，１９３百万円

ただし、上記の額は、常勤役員及び常勤職員に対する報酬（給与）、賞与、

その他の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は

含まない。

256



２ 中期目標の期間を超える債務負担

長期借入金 （単位：百万円）

区 分 H21 H22 H23 H24 H25

長期借入金

償 還 金 74,973 74,368 75,947 75,674 75,410

区 分 中期目標 次期以降 総 債 務

期間小計 償 還 額 償 還 額

長期借入金

償 還 金 376,372 817,424 1,193,796
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（別紙１）
平成２１年度～平成２５年度 予 算

（一般勘定） （単位：百万円）

収 入
運営費交付金 ２，２９３
産学協力事業収入 ４５９
雑収入 ８

計 ２，７６１

支 出
業務経費 １，３５４

センター事業費(退職手当を除く) １，３５２
うち 人件費(退職手当を除く) ８４３

物件費 ５０９
退職手当 ２

一般管理費 ９４８
一般管理費(退職手当を除く) ９４０

うち 人件費（退職手当を除く） ４５０
物件費 ４９０

退職手当 ８
産学協力事業費 ４５９

計 ２，７６１

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（施設整備勘定） （単位：百万円）

収 入
長期借入金等 ３０７，９００
長期貸付金等回収金 ３９１，９０４
長期貸付金等受取利息 １０１，０２２
財産処分収入 ４６，８００
財産賃貸収入 １，９３０
財産処分収入納付金 ７，０７１
有価証券利息 １４

計 ８５６，６４１

支 出
施設費貸付事業費 ３０３，４５０
施設費交付事業費 ５１，８５５
長期借入金等償還 ３９６，３７２
長期借入金等支払利息 ９８，５１３
公租公課等 ４０７
債券発行諸費 ９５
債券利息 ２，４１３

計 ８５３，１０４

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（総括表） （単位：百万円）

収 入

運営費交付金 ２，２９３

産学協力事業収入 ４５９

長期借入金等 ３０７，９００

長期貸付金等回収金 ３９１，９０４

長期貸付金等受取利息 １０１，０２２

財産処分収入 ４６，８００

財産賃貸収入 １，９３０

財産処分収入納付金 ７，０７１

有価証券利息 １４

雑収入 ８

計 ８５９，４０２

支 出

業務経費 １，３５４

センター事業費(退職手当を除く) １，３５２

うち 人件費(退職手当を除く) ８４３

物件費 ５０９

退職手当 ２

一般管理費 ９４８

一般管理費(退職手当を除く) ９４０

うち 人件費(退職手当を除く) ４５０

物件費 ４９０

退職手当 ８

産学協力事業費 ４５９

施設費貸付事業費 ３０３，４５０

施設費交付事業費 ５１，８５５

長期借入金等償還 ３９６，３７２

長期借入金等支払利息 ９８，５１３

公租公課等 ４０７

債券発行諸費 ９５

債券利息 ２，４１３

計 ８５５，８６５

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

［人件費の見積もり］

期間総額 １，１９３百万円を支出する。

ただし、上記の額は、常勤役員及び常勤職員に対する報酬（給与）、賞与、その他

の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含まない。
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［運営費交付金の算定ルール］

毎事業年度に交付する運営費交付金（Ａ）については、以下の数式により決定する。

Ａ(y)＝｛(Ｃ(y)－Tc(y))×α1(係数)＋Tc(y)｝＋｛(Ｒ(y)＋Pr(y))×α2(係数)＋Tr(y)｝

＋ε(y)－Ｂ(y)

Ｒ(y)＝Ｒ(y-1)×β(係数)×γ(係数)

Ｃ(y)＝Pc(y-1)×σ(係数)＋Ｅ(y-1)×β(係数)＋Tc(y)

Ｐ(y)＝Pr(y)＋Pc(y)＋Tr(y)＋Tc(y)

＝｛（Pr(y-1)×γ(係数)＋Pc(y-1)｝×σ(係数)＋Tr(y)＋Tc(y)

各経費及び各係数値については、以下のとおり。

Ｂ(y)：当該事業年度における自己収入の見積り。各事業年度の予算編成過程におい

て、当該事業年度における具体の数値を決定。

Ｃ(y)：当該事業年度における一般管理費。

Ｅ(y)：当該事業年度における一般管理費中の物件費。Ｅ(y-1)は直前の事業年度におけ

るＥ(y)。

Ｐ(y)：当該事業年度における人件費(退職手当を含む)。

Pr(y)：当該事業年度における事業経費中の人件費(退職手当を除く)。Ｐr(y-1)は直前

の事業年度におけるＰr(y)。

Pc(y)：当該事業年度における一般管理費中の人件費(退職手当を除く)。Ｐc(y-1)は直

前の事業年度におけるＰc(y)。

Ｒ(y)：当該事業年度における事業経費中の物件費。Ｒ(y-1)は直前の事業年度における

Ｒ(y)。

Tr(y)：当該事業年度における事業経費中の退職手当。

Tc(y)：当該事業年度における一般管理費中の退職手当。

ε(y)：当該事業年度における特殊経費。重点施策の実施、事故の発生等の事由により

当該年度に限り時限的に発生する経費であって、運営費交付金算定ルールに影

響を与えうる規模の経費。これらについては、各事業年度の予算編成過程にお

いて具体的に決定。

α1：一般管理効率化係数。△３％とする。

α2：事業効率化係数。△１％とする。

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体

的な係数値を決定。±０％。

γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的

な係数値を決定。±０％。

σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該

事業年度における具体的な係数値を決定。±０％。
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（別紙２）
平成２１年度～平成２５年度 収支計画

（一般勘定） （単位：百万円）

費用の部
経常費用 ３，０８１

業務費 １，８１３
センター事業費 １，３５４
産学協力事業費 ４５９

一般管理費 ９４８
減価償却費 ３２０

収益の部
運営費交付金収益 ２，２９３
共同利用施設貸付料収入 ４５９
資産見返負債戻入 ２８５
雑益 ８

純損失 ３５
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ３５
総利益 ０

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（施設整備勘定） （単位：百万円）

費用の部
経常費用 １６６，１６３

業務費 １６６，０６８
施設費交付事業費 ５１，８５５
支払利息 １００，０３４
処分用資産売却原価 １３，７７２
その他の業務経費 ４０７

財務費用 ９５

収益の部
処分用資産賃貸収入 １，９３０
処分用資産売却収入 ４６，８００
施設費交付金収益 ７，０７１
受取利息 １００，１３０
財務収益 １

純損失 １０，２３１
国立大学財務・経営センター法
第１５条積立金取崩額 １１，２８４
総利益 １，０５３

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（総括表） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 １６９，２４４

業務費 １６７，８８１

センター事業費 １，３５４

産学協力事業費 ４５９

施設費交付事業費 ５１，８５５

支払利息 １００，０３４

処分用資産売却原価 １３，７７２

その他の業務経費 ４０７

一般管理費 ９４８

減価償却費 ３２０

財務費用 ９５

収益の部

運営費交付金収益 ２，２９３

共同利用施設貸付料収入 ４５９

処分用資産賃貸収入 １，９３０

処分用資産売却収入 ４６，８００

施設費交付金収益 ７，０７１

受取利息 １００，１３０

資産見返負債戻入 ２８５

財務収益 １

雑益 ８

純損失 １０，２６６

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ３５

国立大学財務・経営センター法

第１５条積立金取崩額 １１，２８４

総利益 １，０５３

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（別紙３）

平成２１年度～平成２５年度 資金計画

（一般勘定） （単位：百万円）

資金支出 ２，７６９

業務活動による支出 ２，７６１

次期中期目標期間への繰越金 ８

資金収入 ２，７６９

業務活動による収入 ２，７６１

運営費交付金による収入 ２，２９３

産学協力事業による収入 ４５９

その他の収入 ８

前期中期目標期間よりの繰越金 ８

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（施設整備勘定） （単位：百万円）

資金支出 ８６０，００９

業務活動による支出 ４５６，６３７

投資活動による支出 ７，０００

財務活動による支出 ３９６，３７２

資金収入 ８６７，５４６

業務活動による収入 ５４８，７２７

承継債務負担金債権の回収による

収入 ２９２，２６０

承継債務負担金債権に係る利息の

受取額 ６６，１３９

施設費貸付金の回収による収入 ９９，６４４

施設費貸付金に係る利息の受取額 ３４，８８４

処分用資産の売却による収入 ４６，８００

処分用資産の貸付による収入 １，９３０

施設費交付金の納付による収入 ７，０７１

投資活動による収入 １１，０１４

財務活動による収入 ３０７，８０５

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（総括表） （単位：百万円）

資金支出 ８６２，７７９

業務活動による支出 ４５９，３９８

投資活動による支出 ７，０００

財務活動による支出 ３９６，３７２

次期中期目標期間への繰越金 ８

資金収入 ８７０，３１６

業務活動による収入 ５５１，４８８

運営費交付金による収入 ２，２９３

産学協力事業による収入 ４５９

承継債務負担金債権の回収による

収入 ２９２，２６０

承継債務負担金債権に係る利息の

受取額 ６６，１３９

施設費貸付金の回収による収入 ９９，６４４

施設費貸付金に係る利息の受取額 ３４，８８４

処分用資産の売却による収入 ４６，８００

処分用資産の貸付による収入 １，９３０

施設費交付金の納付による収入 ７，０７１

その他の収入 ８

投資活動による収入 １１，０１４

財務活動による収入 ３０７，８０５

前期中期目標期間よりの繰越金 ８

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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独立行政法人国立大学財務・経営センターの年度計画（平成２４年度）

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号)第３１条の規定により、独立行政法

人国立大学財務・経営センター（以下「センター」という。）の中期計画及び「独立行政

法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月7日、閣議決定）」を踏まえ、平成

２４年度の業務運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を次のとおり定める。

Ⅰ 業務運営の効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 国の定めた法令等を遵守し、事業に対する国立大学法人、大学共同利用機関法人、

独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「国立大学法人等」という。）及び国民の

信頼を維持しつつ業務を実施するため、業務内容を精査し、必要に応じて組織の見

直しを行う。

また、法人の行う業務については、その役割との関係を踏まえた既存事業の徹底

した見直し等により、重点化、効率化を進める。

２ 業務内容の見直しを行い、アウトソーシング可能なものについては、外部委託を

推進するとともに、外部委託の契約内容も逐次見直し、より一層の効率化を図る。

３ 情報セキュリティに配慮した事務情報化を推進し、事務処理のより一層の効率化

と情報セキュリティ対策の向上を図る。

４ 事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事業選択や

業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、

センターの財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、決算情報、セグメント

情報の公表の充実等を図ることとする。

５ 運営費交付金を充当して行う業務については、業務の質の向上を図りつつ、既存

事業の徹底した見直し、効率化を図る。このため、一般管理費（退職手当を除く。）

に関し、計画的な削減に努め、３％以上の削減目標を達成するほか、その他の事業

費（退職手当を除く。）について、１％以上の業務の効率化を図る。

なお、大学共同利用施設の管理運営費等については、「独立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針（平成22年12月7日、閣議決定）」を踏まえ、平成２４年度は、

実施しない。

６ 契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、独立行政法人整理

合理化計画に基づき、随意契約の適正化等を推進する。

７ 「独立行政法人整理合理化計画」(平成１９年１２月２４日閣議決定)に基づく独

立行政法人大学評価・学位授与機構との統合については、「独立行政法人の抜本的な
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見直しについて」（平成２１年１２月２５日閣議決定）において、当面凍結されてい

るが、必要に応じ適切な対応を行う。

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言

本事業については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12

月7日、閣議決定）」を踏まえ、平成２４年度は実施しない。

２ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

（１）施設費貸付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人に対し、大学附

属病院の施設整備等に必要な資金として貸付けを行う。

② 貸付けに当たっては、国立大学法人の財務状況等を十分勘案し、償還確実性の

審査等を行う。

③ 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ及び債券発行により資金の調達

を行う。

その際、国立大学法人の財務及び経営の改善に資するよう、公募等による効率

的な資金の調達に努める。

④ 貸付事業に係る債権について、貸付先に払込通知書を発行するなど長期借入金

債務等の償還を確実に行う。

（２）施設費交付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等に対し、施設

整備等に必要な資金として交付を行う。

② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律（昭和３０年法律第１７９号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確

保を図る。

３ 高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究

本事業については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12

月7日、閣議決定）」を踏まえ、平成２４年度は実施しない。
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４ 財務・経営に関する情報提供等

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営に資することを目的として、センターの

融資等の業務を有効かつ確実に実施するため、下記のとおり、これらの業務に密接

に関連する財務・経営の改善に資するための支援事業を実施する。

（１）国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための情報提供

本事業については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年

12月7日、閣議決定）」を踏まえ、平成２４年度は実施しない。

（２）財務・経営の改善に関する協力・助言

本事業については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年

12月7日、閣議決定）」を踏まえ、平成２４年度は実施しない。

（３）大学共同利用施設の管理運営

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月7日、閣議決定）」

を踏まえ、大学共同利用施設を売却する。

（４）国立大学法人財務・経営情報提供システムの運用

本事業については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年

12月7日、閣議決定）」を踏まえ、平成２４年度は実施しない。

５ 国から承継した財産等の処理

（１）旧特定学校財産の管理処分

国から承継した旧特定学校財産について、施設費交付事業等の財源に充てるため、

次のとおり対応し、その処分促進に努める。

① 広島大学本部地区跡地

地元自治体との協議を進め、可能な限り早期に処分できるよう、売却に向けた

土地の整形化を実施し、その促進に努める。

② 東京大学生産技術研究所跡地

独立行政法人国立美術館に対し国立新美術館用地として、予算に応じて分割し

て売却する。
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なお、未売却部分については国立新美術館用地として、貸付を継続する。

（２）承継債務償還

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係す

る４３国立大学法人から納付される金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特

別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債

務に係る利子の支払いを確実に行う。

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 平成２４年度に係る予算 別紙１のとおり

２ 平成２４年度に係る収支計画 別紙２のとおり

３ 平成２４年度に係る資金計画 別紙３のとおり

４ 自己収入の確保

大学共同利用施設について適正な利用料の徴収を行うとともに、利用率の向上に

努める。

５ 人件費の削減

平成２４年度の常勤役職員に係る人件費について、削減する。ただし、今後の人

事院勧告を踏まえた給与改定分については、削減対象から除く。なお、人件費の範

囲は、報酬（給与）、賞与、その他の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費

及び法定外福利費）は含まない。その際、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役

職員の給与について、必要な見直しを行う。

なお、職員の給与水準については、独立行政法人整理合理化計画に基づいた給与

改革を進める。

Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

１０１億円とする。

２ 想定される理由
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運営費交付金の受入れの遅延、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大

学法人の債務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）等が生じた場合に対応するた

め。

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

予定なし。

Ⅵ 剰余金の使途

剰余金が発生した際の使途は、年度計画の達成状況を見つつ、事業の改善・質の向

上に資する業務に充てることとする。

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

（１）方針

① 限られた人員での効率的・効果的な業務の遂行を実現するため、業務量の変動

に応じた柔軟な組織体制を構築するとともに、人事交流により質の高い人材の確

保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。

② 専門的研修事業等の活用により、職員の専門性を高めるとともに、意識向上を

図る。

（２）人員に係る指標

常勤職員数については、抑制を図る。

（参考１）

平成２４年度の常勤職員数 １９人

（参考２）

平成２４年度の人件費総額見込み １７５百万円

ただし、上記の額は、常勤役員及び常勤職員に対する報酬（給与）、賞与、そ

の他の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含

まない。
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（別紙１）
平成２４年度 予 算

（一般勘定） （単位：百万円）

収 入
運営費交付金 ３５１
産学協力事業収入 －
雑収入 ２

計 ３５３

支 出
業務経費 １６６

センター事業費(退職手当を除く) １３０
うち 人件費(退職手当を除く) ９８

物件費 ３２
退職手当 ３６

一般管理費 １８６
一般管理費(退職手当を除く) １８２

うち 人件費（退職手当を除く） ８７
物件費 ９５

退職手当 ４
産学協力事業費 －

計 ３５３

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（施設整備勘定） （単位：百万円）

収 入
長期借入金等 ５６，９００
長期貸付金等回収金 ７８，５２７
長期貸付金等受取利息 １７，０２７
財産処分収入 ５，１００
財産賃貸収入 ３６７
財産処分収入納付金 ５３６

計 １５８，４５８

支 出
施設費貸付事業費 ５５，３７１
施設費交付事業費 ５，６００
長期借入金等償還 ８０，０５７
長期借入金等支払利息 １６，７６４
公租公課等 １００
債券発行諸費 １３
債券利息 ２５０

計 １５８，１５５

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（総括表） （単位：百万円）

収 入

運営費交付金 ３５１

産学協力事業収入 －

長期借入金等 ５６，９００

長期貸付金等回収金 ７８，５２７

長期貸付金等受取利息 １７，０２７

財産処分収入 ５，１００

財産賃貸収入 ３６７

財産処分収入納付金 ５３６

雑収入 ２

計 １５８，８１０

支 出

業務経費 １６６

センター事業費(退職手当を除く) １３０

うち 人件費(退職手当を除く) ９８

物件費 ３２

退職手当 ３６

一般管理費 １８６

一般管理費(退職手当を除く) １８２

うち 人件費(退職手当を除く) ８７

物件費 ９５

退職手当 ４

産学協力事業費 －

施設費貸付事業費 ５５，３７１

施設費交付事業費 ５，６００

長期借入金等償還 ８０，０５７

長期借入金等支払利息 １６，７６４

公租公課等 １００

債券発行諸費 １３

債券利息 ２５０

計 １５８，５０７

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（別紙２）
平成２４年度 収支計画

（一般勘定） （単位：百万円）

費用の部
経常費用 ３６５

業務費 １６６
センター事業費 １６６
産学協力事業費 －

一般管理費 １８７
減価償却費 １１

収益の部
運営費交付金収益 ３５２
共同利用施設貸付料収入 －
資産見返負債戻入 ６
雑益 ２

純損失 ５
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ５
総利益 ０

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（施設整備勘定） （単位：百万円）

費用の部
経常費用 ２４，４５２

業務費 ２４，４３９
施設費交付事業費 ５，６００
支払利息 １６，８３９
処分用資産売却原価 １，９００
その他の業務経費 １００

財務費用 １３

収益の部
処分用資産賃貸収入 ３６７
処分用資産売却収入 ５，１００
施設費交付金収益 ５３６
受取利息 １６，８５２
財務収益 １

純損失 １，５９６
国立大学財務・経営センター法
第１５条積立金取崩額 １，５９６
総利益 ０

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（総括表） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 ２４，８１７

業務費 ２４，６０５

センター事業費 １６６

産学協力事業費 －

施設費交付事業費 ５，６００

支払利息 １６，８３９

処分用資産売却原価 １，９００

その他の業務経費 １００

一般管理費 １８７

減価償却費 １１

財務費用 １３

収益の部

運営費交付金収益 ３５２

共同利用施設貸付料収入 －

処分用資産賃貸収入 ３６７

処分用資産売却収入 ５，１００

施設費交付金収益 ５３６

受取利息 １６，８５２

財務収益 １

資産見返負債戻入 ６

雑益 ２

純損失 １，６０１

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ５

国立大学財務・経営センター法

第１５条積立金取崩額 １，５９６

総利益 ０

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（別紙３）

平成２４年度 資金計画

（一般勘定） （単位：百万円）

資金支出 ３５３

業務活動による支出 ３５３

資金収入 ３５３

業務活動による収入 ３５３

運営費交付金による収入 ３５１

産学協力事業による収入 －

その他の収入 ２

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（施設整備勘定） （単位：百万円）

資金支出 １５８，１４１

業務活動による支出 ７８，０８４

財務活動による支出 ８０，０５７

資金収入 １５８，４４４

業務活動による収入 １０１，５５８

承継債務負担金債権の回収による

収入 ５４，９４９

承継債務負担金債権に係る利息の

受取額 １０，８２２

施設費貸付金の回収による収入 ２３，５７９

施設費貸付金に係る利息の受取額 ６，２０６

処分用資産の売却による収入 ５，１００

処分用資産の貸付による収入 ３６７

施設費交付金の納付による収入 ５３６

財務活動による収入 ５６，８８７

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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（総括表） （単位：百万円）

資金支出 １５８，４９４

業務活動による支出 ７８，４３７

財務活動による支出 ８０，０５７

資金収入 １５８，７９７

業務活動による収入 １０１，９１０

運営費交付金による収入 ３５１

産学協力事業による収入 －

承継債務負担金債権の回収による

収入 ５４，９４９

承継債務負担金債権に係る利息の

受取額 １０，８２２

施設費貸付金の回収による収入 ２３，５７９

施設費貸付金に係る利息の受取額 ６，２０６

処分用資産の売却による収入 ５，１００

処分用資産の貸付による収入 ３６７

施設費交付金の納付による収入 ５３６

その他の収入 ２

財務活動による収入 ５６，８８７

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
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